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１．2050年カーボンニュートラルに向けた動向
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2050年カーボンニュートラルに向けたこれまでの取組

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月）

2021年

2030年度温室効果ガス排出量46％削減目標の表明（2021年4月）

✓ 地球温暖化対策推進法の改正①（2021年6月）
2050年までの脱炭素社会の実現を基本理念に位置づけ、地域と共生する再エネ導入を促進する制度創設

2022年

COP26@イギリス

COP27@エジプト

✓ 地域脱炭素ロードマップの策定（2021年6月）
地域・暮らしの脱炭素化を進めるための対策・施策の全体像等を提示

✓ 地球温暖化対策計画の改定（2021年10月閣議決定）
新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 第６次エネルギー基本計画の策定（2021年10月閣議決定）
2030年46％削減に向けた具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の方向性を提示

✓ パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（2021年10月閣議決定）
パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示

✓ 地球温暖化対策推進法の改正②（2022年５月）
財投を活用した新たな出資制度の創設

GX実行会議の設置（2022年7月）

2023.4  G7気候・エネルギー・
環境大臣会合＠札幌
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国連気候変動枠組条約第27回締約国会議（COP27）結果概要

⚫ 11月６日～20日、エジプト（シャルム・エル・シェイク）で開催。昨年のCOP26での成果を受けた「実施のCOP」として、世
界全体での気候変動対策の実施強化に焦点が当たった。

⚫ 気候変動対策の各分野における取組の強化を求めるCOP27全体決定「シャルム・エル・シェイク実施計画」、2030年までの緩
和野心と実施を向上するための「緩和作業計画」が採択されたほか、ロス＆ダメージ支援のため、基金の設置を含む資金面の措
置を講じることが決定された。

会議結果のポイント

＜COP27全体決定「シャルム・エル・シェイク実施計画」のポイント＞
昨年のCOP26全体決定「グラスゴー気候合意」の内容を踏襲しつつ、緩和、適応、ロス＆ダメージ、気候資金等の分野で、締約国の気候
変動対策の強化を求める文書。

➢ 緩和：パリ協定の1.5℃目標に基づく取組の実施の重要性、同目標に整合的なNDCの再検討・強化を求める。グラスゴー気候合意の
内容を引き継いで、全ての締約国に対して、排出削減対策が講じられていない石炭火力発電の逓減及び非効率な化石燃料補助金か
らのフェーズ・アウトを含む努力を加速することを求める。

➢ 気候資金：資金の流れを気候変動の取組に整合させることを目的としたパリ協定２条１(c)に関する
理解を促進するための「シャルム・エル・シェイク対話」を開始することを決定。適応資金の倍増に関する
報告書を作成することを決定。

➢ その他、生物多様性と気候変動への統合的対処、都市の役割、公正な移行等が記された。
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地球温暖化対策計画の改定（2021年10月閣議決定）

➢ 地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画
➢ 2050年カーボンニュートラル・2030年度46％削減目標等の実現に向け、計画を改定
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再生可能エネルギーの導入推移と2030年導入目標

◼ 2012年7月のFIT制度（固定価格買取制度）開始により、再エネの導入は大幅に増加。特に、設置しやすい太陽光
発電は、2011年度0.4％から2020年度7.9％に増加。再エネ全体では、2011年度10.4%から2020年度
19.8%に拡大。

◼ 今回のエネルギーミックス改定では、2030年度の温室効果ガス46%削減に向けて、施策強化等の効果が実現した場
合の野心的目標として、電源構成36-38%（合計3,360～3,530億kWh程度）の導入を目指す。
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太陽光発電の導入拡大に向けた取組
第４０回再エネ大量導入・次世代NW小委（２０２２年４月）資料１より抜粋
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ウクライナ危機や電力需給ひっ迫への対応

◼ ウクライナ危機を受け、世界のエネルギー需給が逼迫し、エネルギー価格が高騰。また、足元の電力需給のひっ迫は、依然として予
断を許さない状況。

◼ 国民生活や経済活動を維持していく観点から、エネルギー安全保障、S+3Eの重要性を再認識。

◼ しかしながら、中長期的な脱炭素化への流れは揺るがない。徹底した省エネや、自立分散型の再エネ推進など、2030年度46％
削減や2050年カーボンニュートラルに向けた取組の加速が今こそ求められている。

＜G7各国の一次エネルギー自給率とロシアへの依存度＞ ＜厳寒時の需要に対する予備率＞
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GX実行会議

◼産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体の変革、
すなわち、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）を実行するべく、必要な施策を検討するため、ＧＸ実行会議を官邸に設置。
（令和４年７月27日）

◼ＧＸ実行会議における議論の大きな論点（第１回会合資料３より）

• 日本のエネルギーの安定供給の再構築に必要となる方策

• それを前提として、脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変革への今後10年のロードマップ

議 長：内閣総理大臣
副議長：ＧＸ実行推進担当大臣、内閣官房長官
構成員：外務大臣、財務大臣、環境大臣、有識者（以下）

①淡路 睦 株式会社千葉銀行 取締役常務執行役員
②伊藤 元重 国立大学法人 東京大学 名誉教授
③岡藤 裕治 三菱商事エナジーソリューションズ株式会社 代表取締役社長
④勝野 哲 中部電力株式会社 代表取締役会長
⑤河野 康子 一般財団法人 日本消費者協会 理事
⑥小林 健 日本商工会議所 特別顧問、三菱商事株式会社 相談役
⑦齊藤 猛 ENEOSホールディングス株式会社 代表取締役社長 社長執行役員
⑧重竹 尚基 ボストンコンサルティンググループ Managing Director & Senior Partner
⑨白石 隆 公立大学法人 熊本県立大学 理事長
⑩竹内 純子 特定非営利活動法人 国際環境経済研究所 理事・主席研究員
⑪十倉 雅和 一般社団法人 日本経済団体連合会 会長
⑫林 礼子 BofA証券株式会社 取締役 副社長
⑬芳野 友子 日本労働組合総連合会 会長

ＧＸ実行会議の構成
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脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変革への今後10年のロードマップ検討

第4回 GX実行会議 資料１（2022年11月29日）
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「脱炭素×成長」の実現に向けた施策の全体像（イメージ）

【需要の顕在化】
• 地域ぐるみで、家庭・公共・企業等による
再エネ・蓄エネ・省エネへの投資の促進

• 住宅・建築物やモビリティの脱炭素化の
促進

地域・くらし

【アジア等の海外市場の拡大・獲得】
• 質の高い炭素市場
• 包括的協力・支援（戦略・制度の構築～JCMを活用
した技術・インフラ導入）

• アジア・ゼロエミッション共同体構想

国際展開・国際協力【資金・人材供給の円滑化】
• グリーン/トランジション/イノベーションファイナンスの促進
• 情報開示の促進
• ESG地域金融の促進
• 脱炭素対応の官民の人材育成

【経済社会変革の円滑化】
• DXのグリーン化・DXによるグリーン化
• 公正な移行
• カーボンプライシング

横断的施策

【サプライチェーン全体の脱炭素化】
• 地域の中堅・中小企業の脱炭素化の
促進

• 物流（モビリティ、拠点）や公共交通等
の脱炭素化の促進

社会インフラ・サプライチェーン

【エネルギー供給構造の転換】
• 電源脱炭素化
• 燃料転換
• 系統増強

エネルギー

【産業構造の転換】
• 製造工程の脱炭素化等
• デジタル社会への対応
• イノベーションの研究開発

産業
【再生資源の供給】
• 脱炭素な製品・サービス供給に必要な
金属リサイクル等の促進

資源循環

製品・サービスのサプライチェーン

需要側

供給側

アジア等の海外市場

資金・人材等

エネルギー

サプライチェーンを支える産業・インフラ
（原材料供給・物流・廃棄リサイクル等）

Scope3

Scope3

Scope2

大企業（製造業等）

Scope1

国内市場

※図中のScopeの分類は、「大企業（製造業等）」を起点としたもの。

【強靱な基盤づくり】
• 国土・土地利用（効率的利用、再エ
ネ資源活用）

• 自然共生（30by30、ネイチャーポジ
ティブ経済）

• 気候変動適応

経済社会の基盤の強靱化
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２．地域脱炭素の推進
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地域の活性化をカーボンニュートラルで

地域ビジネス
創生

新しい雇用、再エネに
よる

地域経済活性化

災害時も
安心

台風・地震等で
停電しない
地域づくり

快適な
暮らし

電力料金の節約、安全
安心な暮らし（ヒート
ショックや熱中症予
防）、地域の足の確保

住宅・建築物の省エ
ネや、電動車のシェ
アリング（共用）に
よる暮らしの脱炭素

分散型エネルギーシス
テム（再エネ＋蓄電池
などで自給自足）

地域資源である再生エネ（太
陽光、風力、バイオマス）な
ど最大限導入

やまがた健康住宅 資料）飯豊町

環境配慮型栽培ハウスのイメージ
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◼ 地域脱炭素ロードマップに基づき、少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、2025年度までに、脱炭素に向かう地域
特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

◼ 農村・漁村・山村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を解決し、住民の暮らしの質の向上を実
現しながら脱炭素に向かう取組の方向性を示す。

全域 市区町村の全域、特定の行政区等の全域

住生活エリア 住宅街・住宅団地

ビジネス・
商業エリア

中心市街地（大都市、地方都市）
大学、工業団地、港湾、空港等の特定サイト

自然エリア 農村・漁村・山村、離島、観光地・自然公園等

施設群
公共施設等のエネルギー管理を一元化することが合
理的な施設群

脱炭素先行地域の範囲の類型

※地方自治体の提案を支援するため、ガイドブック等の参考資料を公表、順次更新
http://www.env.go.jp/policy/roadmapcontents/index.html

民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消
費に伴うCO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利
用等も含めてその他の温室効果ガス排出削減も地域特
性に応じて実施する地域。

脱炭素先行地域とは

スケジュール

第1回選定

１月25日～２月21日 公募実施
４月26日 結果公表
６月１日 選定証授与式

第2回選定

６月27日 募集要領及びガイドブックを公表
６月28日～30日 自治体向け説明会（オンライン）
７月26日～８月26日 公募実施

有識者会議による審査、選定案の作成
11月１日 結果公表

以降

年２回程度、
2025年度まで
募集実施

脱炭素先行地域

民生部門の
電力需要量

再エネ等の
電力供給量

省エネによる
電力削減量＋＝
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地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

脱炭素先行地域づくりに取り組む地方自治体
（一定の地域で民生部門の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ達成等）

再エネ設備、基盤インフラ設備、省CO2等設備 等

•地域の再エネポテンシャ
ルを最大限活かした再エ
ネ等設備の導入

再エネ発電設備、再エネ
熱 未利用熱利用設備等

•地域再エネ等の利用の最
大化のための基盤インフ
ラ設備の導入

蓄エネ設備、自営線、再
エネ由来水素関連設備、
エネマネシステム等

•地域再エネ等の利用の最
大化のための省CO2等設
備の導入

ZEB ZEH、断熱改修、ゼ
ロカーボンドライブ、そ
の他各種省CO2設備等

EMS

交付
対象

支援
内容

地方自治体が、2030年度目標及び2050年カーボンニュートラルに向けて、意欲的な脱炭素の取組を複合的かつ
複数年度にわたり、計画的に柔軟に実施することを可能とするため、総合的な交付金を創設

交付率 原則２／３ ※財政力指数が全国平均（0.51）以下の自治体は、
一部の設備の交付率を３／４

重点対策の組み合わせ等
・自家消費型の太陽光発電
・地域共生・地域裨益型再エネの立地
・業務ビル等の徹底省エネ・ZEB化誘導
・住宅・建築物の省エネ性能等の向上
・ゼロカーボン・ドライブ

【令和４年度 (初年度）予算】 200億円 ※令和４年度第２次補正予算 50億円
※令和５年度概算要求 400億円

脱炭素先行地域づくり事業 重点対策加速化事業

地域共生型再エネや省エネ住宅など
重点対策を加速的に行う地方自治体

２／３～１／３、定額
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第２回脱炭素先行地域
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脱炭素先行地域：これまでの選定状況（46提案）
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脱炭素先行地域の選定事例～脱炭素ドミノの起点～
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◼地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）は、全国津々浦々で重点的に導入促進を図るべき屋根置きなど自家消費型の太陽光
発電やゼロカーボンドライブなどの取組を、地方公共団体が複数年度にわたり複合的に実施する場合に支援を行うものであり、2030年度排出削減目標達
成等のために全国的な再エネ導入等の底上げを図るもの。

◼令和４年９月末現在、29の地方公共団体（10県14市５町）において事業計画を策定。

重点対策加速化事業の取組例



20

地方自治体の状況に応じた取組と支援策のイメージ

⚫ 全国のモデルとなる先進
的な取組を行いたい

⚫ 2030年度目標の達成
に向け、着実に取組を
進めたい

⚫ まずは、手をつけやすい
取組から始めたい

脱炭素先行地域づくり
にチャレンジ

政府実行計画に準じた
取組を実施
例）太陽光発電50％以上、
新築ZEB化、LED100％、
電動車100％

住民・企業の脱炭素化
を支援 例）ZEH、ZEB、

ゼロカーボンドライブ

避難所となる公共施設等
に再エネ＋蓄電池を導入

⚫ まずは、しっかりとした
計画を作りたい

地域脱炭素・再エネ導入
のための計画を策定

地域脱炭素移行・再エネ推進
交付金（脱炭素先行地域づくり事業）

※最大50億円の支援

地域脱炭素移行・再エネ推進
交付金（重点対策加速化事業）
※最大20億円の支援

地域脱炭素実現に向けた
再エネの最大限導入のため
の計画づくり支援事業

地域レジリエンス・脱炭素化を
同時実現する公共施設への
自立・分散型エネルギー設備
等導入推進事業

（状況） （取組） （支援策）



21

株式会社脱炭素化支援機構による民間投資の促進

株式会社脱炭素化支援機構は、国の財政投融資からの出資と民間からの出資（設立時は計204億円）を原資としてファンド
事業を行う株式会社です。2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素に資する多様な事業への投融資（リスクマネー供
給）を行い、脱炭素に必要な資金の流れを太く、速くし、経済社会の発展や地方創生への貢献、知見の集積や人材育成など、
新たな価値の創造に貢献します
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⚫ 地域の脱炭素を推進のため、脱炭素技術と地域をつなぐ人材の育成・確保が必須

⚫ 脱炭素技術の知識に加え、地域デザインの能力、関係者との合意形成能力が必要

リーダー人材
（プロデュース）

コーディネート人材
（つなぐ） 専門人材

（事業化・事業運営）

統合的なビジョンを描き、地域全体をけん引

個別分野の専門家。
脱炭素技術の設計や導入

地域との対話、
関係者の巻き込み

育成する人材イメージ
※地域再エネ事業の持続性向上のための地域中核人材育成事業

再エネ地域中核人材育成事業※（R3年度）

【地域選定型】
セミナー、OJT、現地調査、参加者の
ネットワーキング等を伴走型で実施

【オンライン連続講座型】
地域再エネ事業のノウハウを地域人
材に移転＋参加者のネットワーキング

34地域

5回
×

2クール

682人をトレーニング:自治体,地域企業,農林業団体,新電力事業者等

• 人材育成の取組の拡充

• 自治体と企業をつなぐネットワーキングプラットフォームの構築

• 人材バンクの創設による即効性のある人材確保・育成

今後の方向性
炭素中立型の経済社会変革に向けて（中間整理）（R4.5.12中央環境審議会）

地域脱炭素の実現に向けた人材育成
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地域共生型の再エネ導入の推進

◼ 再エネの最大限の導入のためには、地域における合意形成が図られ、環境に適正に配慮し、

地域に貢献する、地域共生型の再エネを増やすことが重要。

ソーラーシェアリングにより既存産業の収益性向上

• 適正な環境配慮の確保と、地域の合意形成

• 地域の住民･事業者が、積極的に事業に関与、連携

• 地域経済の活性化、防災などの社会課題の解決に貢献

• 地域における合意形成が不十分なまま事業に着手

• 安全性が確保されず、自然環境・生活環境への適正な配
慮が不足

環境省は、地域共生型の再エネ導入を支援 迷惑施設と捉えられる再エネには厳しく対応

売電収益を地域の再エネ 省エネ設備への再投資に活用

環境省による取組

• 改正温対法に基づく再エネ促進区域（地域脱炭素化促進事業）

の運用に関する支援を実施

• 環境アセスメント制度により、地域共生型の事業計画の立案を促進

• 地域脱炭素移行･再エネ推進交付金や、地域共生型再エネ導入

加速化支援パッケージによる支援を実施

環境省による取組

• 環境アセスメント制度等により、環境への適正な配慮とパブリックコ

ンサルテーションの確保。これらが不十分な事業に対し、環境大臣

意見を述べる際は厳しく対応（例:埼玉県小川町での事例）

• 各省における、個別法による立地規制や、事業法による事業規

律の確保の取組との連携

お がわ まち

法面保護工が崩れて流出した事例新幹線近くの斜面上部に設置された太陽光発電施設が崩落した事例

※いずれも、環境省「太陽光発電の環境配慮ガイドライン」より


